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事業の背景と目的

⚫ 経済産業省及び内閣官房国家サイバー統括室では、サプライチェーンにおける重要性を踏まえ
た上で満たすべき各企業の対策を提示しつつ、その対策状況を可視化する仕組みとして「 サプ
ライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度 」（ SCS評価制度）の構築を進めており、
独立行政法人情報処理推進機構（ IPA）が運営主体となり、 2026 年度末頃の制度運用開始を予
定しています  。

⚫ 一方、 IPAは中小企業に対するサイバー攻撃への対処として「サイバーセキュリティお助け隊
サービス」制度  の運用を2021年度から行っており、累計導入企業数は約 9,200 社にのぼってい
ます。しかし、 SCS評価制度の★3を取得する場合、要求事項にはポリシー策定などの組織的対
策を多く含み、現行のサイバーセキュリティお助け隊サービスを導入していたとしても、★ 3
の要求事項の一部しか達成することができません。 人的リソースや経営資源が不足する中小企
業においては、 SCS評価制度の★3水準について要求事項の理解や、自社状況の把握自体が困難
な企業が多いとの指摘もあり、 SCS評価制度の普及促進のためには、このような中小企業を伴
走的に支援する新たな支援制度の構築が必要とされています。

⚫ そこで IPAでは、中小企業が SCS評価制度の★を取得する際の 課題の可視化、 推奨される ITツー
ル（セキュリティ機器、ソフトウェア等）の導入 、及び ITツール以外の支援（コンサルティン
グ、教育等） をワンパッケージで提供する「 サイバーセキュリティお助け隊サービス（新類
型） 」の実証事業  を行い、 2027年度末までの制度化を目指します。
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（参考）中小企業の情報セキュリティ対策投資額

中小企業の直近過去３期の情報セキュリティ対策投資額（ IT機器や社員への教育等も含む）は、 100万円～
1000 万円未満の回答が、 中小企業(101 名以上) では30.9 ％あるものの、 中小企業(100 名以下) では14.2 ％にと
どまっている。

直近過去３期の情報セキュリティ

対策投資額（企業規模別）

（n=4191）

従業員100名以下の中小企
業では、 年間300万円を超
える情報セキュリティ投資
は支出不可能と推定される。

中小企業のセキュリティ
投資額は限られている

IPA「 2024年度中小企業に
おける情報セキュリティ対
策に関する実態調査」より
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（参考） SCS評価制度とお助け隊（新類型）の位置づけ

政府調達や重要インフラ
事業者等での活用推進

取引先からの
対策要請による活用促進

利害関係者への情報開示
による対話の促進

[※２] ISMS適合性評価制度、★3・4との整合性も踏まえ、対策事項を今後検討

想定される
課題

施策の
概要

サイバーセキュリティお助け
隊サービス(新類型)の創設

★３・★４取得を目的とした、サイバーセ
キュリティお助け隊サービス（新類型）を
創設し、安価な”★”取得を実現

中小企業ガイドライン整備

中小企業の情報セキュリティ対策ガイ
ドライン及び付録サンプル規程の整備
により、”★”の取得を容易化

中小企業等における★取得の負担

取引先への要請等に係る
考え方の整理

取引先とのパートナーシップ構築促進に
向けた想定事例及び解説案により、費
用に係る円満な価格交渉を促進

サプライヤー企業への
★取得要請時の関係法令の適用

専門家の活用促進

「中小企業向けサイバーセキュリティ専
門家リスト」の整備により、中小企業と
専門家とのマッチングを促進

中小企業等における
セキュリティ専門家の確保

★ ３ ★ ４ ★ ５ [検討中※２]

想定される脅威
• 広く認知された脆弱性等を悪用する
一般的なサイバー攻撃

• 供給停止等によりサプライチェーンに大

きな影響をもたらす企業への攻撃

• 機密情報等、情報漏えいにより大きな影

響をもたらす資産への攻撃

• 未知の攻撃も含めた、高度なサ
イバー攻撃

対策の
基本的な考え方

全てのサプライチェーン企業が
最低限実装すべきセキュリティ対策：

• 基礎的な組織的対策とシステム防御策を
中心に実施

サプライチェーン企業等が
標準的に目指すべきセキュリティ対策：

• 組織ガバナンス・取引先管理、システム防
御・検知、インシデント対応等包括的な対
策を実施

サプライチェーン企業等が
さらに目指すべき高度な対策：

• 国際規格等におけるリスクベースの考
え方に基づき、自組織に必要な改善工
程を整備、システムに対しては現時点
でのベストプラクティスの対策を実施

要求事項 有効期間 26件 １年 43件 ３年 （ ） （今後検討）

評価スキーム 専門家確認付き自己評価 ※１ 第三者評価 第三者評価

サプライチェーン間の結び付きが強
固・複雑な主要製造業（自動車、半導
体等）、流通、金融業等において、優先
的に本制度の利用を促進。

構築する評価制度

普
及
施
策
の
例

[※１] 専門家： 登録セキスペ、CISSP等の資格を有し、かつ制度が定める研修を受講したセキュリティ専門家

毎年自己評価を実施し
結果を評価機関へ提出

サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度（ SCS評価制度）の概要

目的：①技術要件・価格要件の検証、②サービス基準案の策定

サイバーセキュリティお助け隊サービス（新類型）実証事業
本事業
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（参考） SCS評価制度で用いるセキュリティ要求事項・評価基準の概要

★3 ★4

• NIST Cyber Security Framework(CSF)の機能に対応した６つの分類に、取引先管理に重点を置いた分類を加えた７つの分類において、それぞれレベルごと達成すべき対策を提案。

大分類

ガバナンスの整備

取引先管理

リスクの特定

攻撃等の防御

攻撃等の検知

インシデントへの対応

インシデントからの復
旧

NIST CSFにおける機能

企業として最低限のリスク管理体制の構築

取引先に課す最低限のルール明確化

自社IT基盤や資産の現状把握

不正アクセスに対する基礎的な防御

端末やサーバーの基礎的な保護

ネットワーク上の基礎的な監視等

インシデント発生に備えた対応手順の整備

インシデント発生から復旧するための対策の整備

• 自社のセキュリティ担当の明確化  [No.1 -2-1]

• セキュリティ対応方針の策定  [No.1 -3-1]

• 情報資産やネットワークの把握  [No.3 -1-1,3 -1-2]

• 外部情報サービスの管理  [No.3 -1-3]

• 他社との機密情報の取扱い明確化  [No.2 -1-2]

• 接続している外部情報サービスの把握  [No.3 -1-3]

• ID管理手続、アクセス権限の設定 [No.4 -1-1,4 -1-2]

• パスワードの安全な設定及び管理  [No.4 -1-4,4 -1-5]

• 内外ネットワーク境界の分離・保護  [No.4 -5-1]

• 適時のアップデート適用、不要ソフトウェアの削除 [No.4 -4-
1,4 -4-4]

• 端末等へのマルウェア対策  [No.4 -4-1,4 -4-4]

• ネットワーク接続・データの監視 [No.5 -1-1]

•  インシデント対応手順の作成  [No.6 -1-1]

• インシデント発生から復旧するための対策の整備 [No.7 -1-1]

継続的改善に資するリスク管理体制の構築

• 定期的な経営層への報告、不備の是正等  [No.1 -4-1] 

取引先の管理・把握及び取引先との役割・責任の明確化

• 機密情報共有先の把握 [No.2 -1-1]

• 重要な取引先等の対策状況把握  [No.2 -1-3]

• インシデント発生時の他社との役割等の明確化  [No.2 -1-4]

脆弱性など最新状況の把握と反映

• 脆弱性管理体制、管理プロセスの明確化  [No.3 -2-1]

多層防御による侵入リスクの低減

• 重要な保管データの暗号化  [No.4 -3-1,4 -3-2]

• ログの収集・定期的な分析の実施  [No.4 -4-3]

• 社内システムにおける適切なネットワーク分離  [No.4 -5-1]

• 社外への不正通信の遮断(出口対策) [No.4 -5-2]

迅速な異常の検知

インシデントからの復旧手順等の整備

• 復旧ポイント、復旧時間を満たす手順等の整備 [No.7 -1-1]

• 情報機器等の状態、挙動の監視・対応や分析 [No.5 -1-1,5 -1-2]

統治(GV)

識別(ID)

防御(PR)

検知(DE)

対応(RS)

復旧(RC)

*大分類「インシデントへの対応」において、★４での追加項目は
なし
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サイバーセキュリティお助け隊サービス（新類型）の概要

• SCS評価制度の★3・ ★4の取得支援を目的に、 ★3・ ★4の要求事項のうち未達成の項目について 、 お助け隊
サービス （ 新たな類型） の導入によって 、 要求事項を達成させるもの 。

• 要求事項の中には、 対象の中小企業がすでに達成済みのものもあるため 、 サービス提供事業者は 、 サービス
提供に当たって中小企業の対策状況の 診断で課題を可視化し 、 ★取得に向け必要な対策を伴走支援 を行う 。

• 今回の実証事業を通じ 、 令和8年度末頃のSCS評価制度開始に併せてお助け隊サービス （ 新類型） の基準案を
公表して先行版をスタート させ 、 実証終了後に正式にサービスイン する予定。

5

お助け隊サービス（新類型）のイメージ

STEP1：課題の可視化 STEP２：対象サービスの選定と対応実施 STEP3：☆取得申請支援

★取得申請を支援
✓ 要求事項の充足を確認

し、 セキュリティ専門
家による確認・評価や、
申請書作成を支援

診断・助言サービス の実施

✓ SCS評価制度の要件項目毎に
中小企業の対策状況を診断

✓ 未達成項目について
実施すべき対策を、
改善計画書として
取りまとめる

診断結果に基づき、★ 3・★ 4取得に必要な対策を伴
走支援

✓ITツールによる支援サービス
★3・ ★4取得に推奨される ITツールを導入

✓ITツール以外の支援サービス
セキュリティポリシーやインシデント手順書の
整備、セキュリティ教育など、中小企業が
自助努力で達成しづらい項目を支援

サイバーセキュリティお助け隊サービス（新類型）について

SCS評価制度の要求事項（大分類）
１ .ガバナンス整備、２ .取引先管理、３ .リスク特定、
４ .攻撃等の防御、５ .攻撃等の検知、
６ .インシデント対応、７ .インシデントからの復旧

改善計画書□
□

・・・  中小企業の対策状況によって
必要な支援サービス内容は変わる
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実証事業の目的とゴール

中小企業が★取得するために必要となる
機器・サービス内容・品質水準・価格の検証

サービス提供事業者にとって
採算が取れるサービス設計

SCS評価制度の品質を維持しつつ数多くの中小企業に
提供できるサービスとするために、
・★取得のために必要な支援サービスは何か
・どの業務にどの程度の人的・物的コストがかかるか
などを検証する

中小企業が継続利用できる価格としつつ、サービス
提供事業者にとってビジネスとなるサービス設計と
なることを目指す

（１）サービス提供企業ごとに支援メニュー完成

✓ SCS評価制度★3（★４）の要求No.ごとに、中小企業の規模に応じて、
どのような手段で要求を満たすかを項目別に設定し、お助け隊メニュー
を完成させる

（２）お助け隊サービス（新類型）の提供基準完成

例）A社のお助け隊サービスメニュー お助け隊サービス（新類型）の提供基準案

✓ お助け隊提供企業毎のメニューをヒアリングし、お助け隊サービス
（新類型）の制度化のための、提供基準（＝提供事業者の認定基準）
に盛り込む項目を設定

（目的）

（ゴール）
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事業の全体スケジュール

2026 年度 2027 年度

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

制度構築
（ SCS評価制度、
お助け隊 (新類型) ）

実証事業

基準検討

PMO事業

▼SCS評価制度開始

（新類型）基準公表 ▼

報告
書作
成

（新類型）基準案 作成
※有識者検討委員会

▼（新類型）基準案公表

▼（新類型）制度開始（予定）

サービス組成

▼SCS評価制度
評価ガイド公開

〃委員会▼ ▼〃委員会

■実施スケジュール（案）

（新類型試行）申請・審査・登録

外部有識者を含む審査
●中間報告 ●中間報告 ●最終報告

案
公
表

実証参加企業の募集

お助け隊サービス（新類型）の実証実施
（実証参加企業へのサービス提供）

（新類型）基準（正式版） 作成
※有識者検討委員会

納
品

〃委員会▼ 基
準
公
表

有識者検討
委員会▼

実証事業の横断的なプロジェクト管理

お助け隊サービス（新類型）制度の試行運用

サービス基準策定支援及び有識者検討委員会の運営

↓得られた知見等を基準に反映 ↓↓得られた知見等を基準に反映 ↓
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経費内訳書
（契約時）

経費内訳書

（変更）
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実証の進め方 ー事業費の適正管理ー

事業費の適正管理について（「成果完成型準委任契約」である理由）

• 支援する企業全体の状況によって、契約時の経費内訳書の内容を変更する必要が生じる可能性あり
（当初想定していた ITツールやサービスの台数・ライセンス数等の変更  など）

• この場合は、１受託者あたりの予算上限の範囲内で、 経費内訳書等を修正して IPAに提出
（修正を受け付けるタイミングは、 2回の中間報告、最終報告の計 3回を想定）

• 最終的には、実績報告書の納入後に確認審査を行い、支払金額を確定

小項目 費用区分

実
証
事
業

お助け隊サービス （ 新類型） の組成

人件費（ 単価・ 工数）

事業費（ ツールごとの費用 など ）

再委託・ 外注費

お助け隊サービス （ 新類型） の実証

人件費

事業費

再委託・ 外注費

実証参加企業の募集

人件費

事業費

再委託・ 外注費

SCS評価制度の★取得申請

人件費

事業費

再委託・ 外注費

経費内訳書（の一部）
実績
報告書

実施計画書
（変更）

納入物
・実証内容の報告
・成果報告書

確認
審査

支払
請求書

＜タイミング＞
・ 2回の中間報告時
・最終報告時

金額
確定

実証参加企業ごとの
実施結果

【 終了後】【 事業実施中】
（必要あれば）

実施計画書
（契約時）

【 契約時】
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実証に関する FAQ①

項番 資料名 項番号 項目名 質問内容 回答

１ Ⅲ．仕様書 P.42 4.1
お助け隊サービ
ス（新類型）の
組成

組成するお助け隊サービス（新類
型）は、 SCS評価制度の★3取得支
援に関わる全ての要求事項への対応
を必須要件とするとあるが、★ 3の
要求事項の一部に特化した形のサー
ビス提供は許容されるか。

お助け隊サービス（新類型）は、人的リソースや経営
資源が不足する中小企業がSCS評価制度の★取得がで
きるよう、ワンパッケージで伴走支援するものですの
で、必須要件の★ 3要求事項への対応は漏れなくサー
ビスに含める必要があります。

２ Ⅲ．仕様書 P.43 4.1.2 
ITツールの導入

「この際、サイバー攻撃に対する防
御・監視ツールの提供、およびサイ
バーインシデントが発生した際の対
応を支援するサービスを含めるこ
と。」とあるが、具体的にどのよう
な内容を想定しているのか。

SCS評価制度★取得の要件にアラート検知と管理が含
まれていることから、組成するお助け隊サービス（新
類型）においても、アラート情報やインシデントレ
ポートの提供が求められています。この点、「 4.1.6 
アラート情報やインシデントレポートの提供」及び
「 4.2.6 実証内容の報告」に記載のとおり、本実証で
は実証参加企業へのアラート情報やインシデントレ
ポートの報告と同タイミングで、適時、 PMO事業者を
介して IPAへ提供いただくことになります。なお、 IPA
へアラート情報やインシデントレポートを適時提供す
る仕組みは、必ずしも ITツールによるものだけではな
く、「 4.1.3 ITツール以外の支援サービス」によるも
のも考えられますので、最適な方法をご提案ください。

３ Ⅲ．仕様書 P.44 4.1.6 
アラート情報や
インシデントレ
ポートの提供

お助け隊サービス（新類型）におい
ても、「集団的防御プラットフォー
ムの構築」実証事業に対応する必要
があるのか。

お助け隊サービス（新類型）の組成において、「集団
的防御プラットフォームの構築」実証事業の内容に対
応する必要はありません。お助け隊サービス（新類
型）は、あくまで SCS評価制度の要求事項に定める
「 5.攻撃等の検知」のアラート情報やインシデントレ
ポートに対応することが求められています。
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実証に関する FAQ②

項番 資料名 項番号 項目名 質問内容 回答

４ Ⅲ．仕様書 P.45 4.2.2 
実証参加企業数
の設定

組成したお助け隊サービス（新類
型）の内容に基づき、実証に参加す
る中小企業等の企業数を提案するこ
ととあるが、設定した実証参加企業
数が募集達成できない場合はどうな
るのか。

受託者が提案した実証参加企業数が募集未達成であっ
た場合でも、実証の実施結果が「 2.背景・目的」で示
された実証の目的を満たすものであれば、その旨、募
集活動も含めた考察を成果報告書に記載してください。
その場合、実証に使用した ITツール・サービスの数量
が変更になるかと思いますので、「 4.2.7 ITツール・
サービスの費用計上」の記載内容に従い、経費内訳書
の修正を行ってください。なお、実証参加企業数が著
しく提案数を下回る場合は、実証の目的を満たしてい
ないと判定され、実証に関する納入物の審査が不合格
となる可能性があります。

５ Ⅲ．仕様書 P.45 4.2.2 
実証参加企業数
の設定

実証のために用意した ITツールや
サービス等を、実証の範囲内で無駄
なく展開できるよう対応を提案する
こととあるが、具体的にはどのよう
なことを想定しているか。

実証先企業の状況により、お助け隊サービス（新類
型）の ITツール・サービスを適用しないケースもあり
得るため、実証事業の効率的かつ効果的な運用のため、
受託者の有用な提案を求めています。具体的には、実
証先企業ごと状況に応じて柔軟に ITツール・サービス
を提供できる事業準備や体制を想定していますが、設
定した実証先企業数の変更も含まれると解されます。
ただし、その場合においても、実証目的を達すること
ができる変更に限ります。
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実証に関する FAQ③

項番 資料名 項番号 項目名 質問内容 回答

６ Ⅲ．仕様書 P.46 4.2.5 
実証実施の留意
点

実証終了後、実証に使用したセキュ
リティ機器の撤去やソフトウェア等
のアンインストールを行うとあるが、
費用についてはどうなるのか。

受託者には、実証終了後のサービス継続（有償を含
む）を勧めていただきたいですが、サービス継続を望
まない実証参加企業に対しては、受託者の業務として
現状復帰を行う必要があります。そのため、実証に使
用したセキュリティ機器の撤去やソフトウェア等のア
ンインストール費用を実証費用の中に含めていただく
ことになりますが、サービス継続率は受託者の設定に
よる計算とし、計画差異が生じた場合は本事業の公募
要領に定める採択事業者 1件あたりの予算額を上限に
修正（計画変更）するものとします。

７ Ⅲ．仕様書 P.46 4.2.7 
ITツール・サー
ビスの費用計上

組成するお助け隊サービス（新類
型）は、診断・助言サービス、 IT
ツール（セキュリティ機器、ソフト
ウェア等）、及び ITツール以外の支
援（コンサルティング、教育等）
サービスの中小企業等への提供価格
で構成されるとあるが、上限金額の
設定はあるか。

組成するお助け隊サービス（新類型）は、「 4.2.2 実
証参加企業数の設定」に記載の実証参加企業の見積り
類型をもとに積算することとしていますが、特にサー
ビス全体の上限金額は設けていません。ただ、 IPAが
実施した中小企業の情報セキュリティ実態調査によれ
ば、従業員 100名以下の中小企業では、年間 300万円
を超える情報セキュリティ投資は支出不可能と推定さ
れます。提案いただくお助け隊サービス（新類型）は、
この点を考慮し、中小企業が導入しやすいサービス体
系と適切なサービス価格要件に基づき組成してくださ
い。
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実証に関する FAQ④

項番 資料名 項番号 項目名 質問内容 回答

８ Ⅲ．仕様書 P.46 4.2.7 
ITツール・サー
ビスの費用計上

実証における ITツール・サービスの
費用計上は、実証期間において使用
した金額とするとあるが、受託者が
実証のために買い入れて実証参加企
業に提供した機器等の費用はどうな
るのか。

実証で使用する ITツール・サービスは、数量（台数、
ライセンス数等）と費用の内訳を経費内訳書の小項目
「お助け隊サービス（新類型）の実証」の「内訳」に
記載していただきます。この点、実証に供する買取り
機器の費用計上は、取得価額を耐用年数で除して実証
期間（ 1年間）を計上する方法や、受託者の何らかの
基準で企業への使用料を設定する方法等が考えられま
す。いずれの方法においても、計算根拠を明らかにし
た上で、必要数を経費内訳書に記載していただきます
（ Ⅳ．公募資料作成要領「第 3章 経費内訳書の作成要
領及び説明」を参照）。なお、少額機器等については
事業費に含めて差し支えありません。

９ Ⅲ．仕様書 P.46 4.2.7 
ITツール・サー
ビスの費用計上

お助け隊サービス（新類型）に含ま
れる人件費は、必要工数（人日）を
明らかにし、受託者が標準的に提供
する人日単価をもとにするとあるが、
どういうことか。

実証事業における人件費は、必要工数（人日）を明ら
かにした上で、受託者が標準的に（企業等へ）提供す
る人日単価をもとに算出し、経費内訳書に記載してい
ただきます（ Ⅳ．公募資料作成要領「第 3章 経費内訳
書の作成要領及び説明」を参照）。単価が要員のレベ
ルによって異なる場合には、それぞれの工数を分割し
て記載し、受託者の内部要員によるものに限らず外部
人材を活用する場合においても同様とします。なお、
交通費等の費用については事業費に含めるものとしま
す。
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実証に関する FAQ⑤

項番 資料名 項番号 項目名 質問内容 回答

10 Ⅲ．仕様書 P.48 4.4 
SCS評価制度の
★取得申請

実証参加企業に対して、 SCS評価制
度の★3取得を申請することとある
が、実証終了時点で必ず★ 3取得が
できていないといけないのか。

実証事業における SCS評価制度の★取得申請支援です
が、実証参加企業側の状況によっては★ 3要求事項を
充たせない（★ 3申請ができない）ケースもあるかと
存じます。この場合は、「 4.4 SCS評価制度の★取得
申請」に記載のとおり「 1回程度を目安に実証参加企
業へ助言を行い、再度の★ 3取得申請を促す」ようお
願いします。ただ、助言を行っても結果的に改善が図
られず、★ 3申請に至らないケースもあり得ると思い
ます。その際は、これらの状況について「実証参加企
業の★3取得状況」と合わせて、成果報告書に記載し
てください。

11 全般 － お助け隊の既存
類型と応募資格
について

公募には、お助け隊の既存類型の
サービス事業者でなくても応募でき
るのか。

実証事業の参加に当たり、既存のお助け隊サービス
（ 1類・ 2類）の登録は必須ではありません。新類型の
みでの参画も可能です。

12 全般 － 実証後のサービ
ス継続について

実証終了後にサービス継続するか否
かを判断することは可能か。

実証終了後のサービス継続は受託者の任意判断となり
ますが、実証事業には、実証期間終了後も継続して
サービスを提供いただける事業者様に参加いただきた
いと考えています。
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（参考）お助け隊サービス（ 1類・ 2類）の概要

参考：デジタル化・AI導入補助金2026（中小企業庁）

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r7/r6_it.pdf

◼ 中小企業に対するサイバー攻撃への対処として不可欠な要件をサービス基準にまとめ、これを満たすものを「サイバーセキュリティ
お助け隊サービス」として登録・公表。

◼ 2026年3月時点で90サービスが登録。約10,900社（2026年3月末時点での累計）で導入。
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（参考）既存のお助け隊サービスとの比較

中小企業へのサービス提供を通じて以下の項目を検証

1
サービス導入が継続的に可
能な価格要件を検証

2

実証を通して、ITベンダー・中小企業の双方にとって
メリットのあるサービスを創設する

中小企業の実証参加メリット

組織的対策を含むセキュリティ対策を
無料で実施（実証期間中最大1年程度）

SCS評価制度開始後の★取得要請への備
えが可能

サプライチェーン対策に取り組む企業と
して、取引先との信頼性向上に繋がる

実証で検証すること（ITベンダー向け）

ワンパッケージで安価
に提供

新類型

SCS評価制度の★３･４取得を目指す
中小企業に向けてセキュリティ対策
状況を診断し、未達成項目の達成実
施を伴走支援するサービス

サイバーセキュリティお助け隊サービス 既存類型と新類型のサービス内容

既存類型

セキュリティ対策に不安のある中小
企業に向けて、最低限必要なセキュ
リティ対策を安価に提供（2026年3
月時点で約10,900件の導入実績有）

セキュリティ
対策状況の
診断

＋

SCS評価制度の★取得

未達項目
対策実施

セキュリティ要求に対応で
きる技術要件（サービスの
内容・品質等）を検証

1

2

3
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